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研究成果の概要（和文）：現代の経営者にとって，企業ガバナンスの一部として，適正なCSR活動を持続的に実
施することは，重要な経営課題の一つである。本研究では，地域との関係性，特に地方創生の議論で重要な役割
を果たす地方銀行の持続的なCSR活動について研究を実施した。
成果として，第一に，理論研究として，CSR活動に係るコストを費用ではなく，投資としてみる余剰分析モデル
を作成し，日本及び韓国の銀行を対象にインタビュー調査による検証を行った。第二に，実務への展開として，
マイナス金利政策など環境変化に対応するビジネスモデルの転換を図る経営行動，特に，観光資源開発への投融
資をめぐる諸課題を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：It is very important for modern management to execute appropriate CSR 
activities as part of corporate governance. In this study, we discuss sustainable CSR activities of 
regional banks, which play an important role in the policies pertaining to regional development.
As part of this study, first, we created a surplus analysis model that considers costs related to 
CSR activities, not as expenses but as investments. We also conducted an interview survey on 
Japanese and Korean banks. Secondly, in response to environmental changes pertaining to management, 
such as negative interest rate policy, as one management phenomenon to change a business model, we 
clarified various issues concerning investment and loans in pertinence to tourism resource 
development.

研究分野：管理会計

キーワード： CSR活動　管理会計システム　余剰分析　地方銀行　ビジネスモデル
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，E３，
活動直後

活動経過の市場均衡点，

（出所：研究分担者の権が作成） 



CSR 活動成果の市場均衡点である。P，D，G，
R は CSR 活動前の市場販売価格，CSR 活動直
後の市場販売価格，CSR 活動経過の市場販売
価格，CSR 活動成果の市場販売価格をそれぞ
れ示す。とりわけ，生産･販売物需要曲線お
よび生産･販売物供給曲線の場合，販売価格
に対する弾力性が1より大きいという仮定の
下で示している。つまり，企業および顧客と
共に，価格に対して弾力的であると仮定する。
詳細な内容は，八島, 河路 & 権(2015)を参
照してほしい。なお，分析では，顧客余剰を
取り上げていない。また，CSR 活動奨励のた
めに，行政当局から補助金交付についても考
慮していない。以下，概略的に説明する。 
 CSR 活動の導入後の企業は，CSR 活動（CSR
投資とよぶ）に対する費用（CSR コストとよ
ぶ）を負担することとなり，生産・販売物供
給曲線がCSRコスト分左上へと移動する（CSR
投資効果 1 とよぶ）。それによって販売価格
が上昇し，販売量が減少する。これは企業余
剰がCSR導入前に比べて減ることを意味する。
このように，CSR 投資の第一段階において，
CSR コストの負担によって企業余剰が減少す
る。これを第１ステージのマイナス効果（CSR
投資効果 1によるインプット）とよぶ。 
 他方，第１ステージでは，CSR 活動が企業
イメージを向上させ，顧客人数等が増える。
そのため，生産・販売需要曲線は CSR 活動前
の曲線から顧客人数等の増加分だけ右上に
移動する（CSR 投資効果 2とよぶ）。ここでは
販売価格が上昇するものの，販売量が増加す
る。これは第二段階の CRS 投資（活動）によ
るイメージ向上効果，すなわち，ブランド価
値の上昇を意味する。これを第２ステージの
プラス効果 1（CSR 投資効果 2 によるアウト
カム）とよぶ。 
 第２ステージにおける余剰の大きさは，
CSR 導入直後の余剰に比べて，増加している。
また，第２ステージでは，顧客人数等の増加
による生産・販売量の需要増というプラス効
果 1（アウトカム）が生産・販売量を増やす。
そのとき，生産・販売供給曲線は CSR 活動後
の曲線からプラス効果1だけ右下にシフトす
る（CSR 投資効果 3とよぶ）。結果として，販
売価格が下落し，販売量が増加する。これは，
第２ステージの CRS 投資（活動）によるアウ
トプット効果，すなわち，利益（企業価値）
の上昇を意味する。これを第２ステージのプ
ラス効果 2（CSR 投資効果 3 によるアウトプ
ット）とよぶ。 
 結果として，第２ステージのプラス効果 2
における余剰の大きさは，CSR 活動導入前の
余剰に比べて，大きく増加する。したがって，
CSR 余剰分析のもとでは，CSR 活動（投資）
は企業のブランド価値の上昇を経て企業価
値を増加させる。つまり，CSR 投資（活動）
の場合，第１ステージではマイナス効果が生
じるが，第２ステージにはプラス効果が生ま
れる。なお，ブランド価値や企業価値（利益）
の改善や向上は原則的に限界利益率を用い

て計るものである。 
 (2) 定量的な研究 
 本研究では，理論モデルの検討と並行して，
銀行の CSR 活動に関与している部署を対象
に定量的な研究を試みた。具体的には，まず，
CSR 活動を財務，顧客，内部業務プロセス，
学習と成長の４つの視点で整理し，その項目
に対応するアンケート調査票（案）を作成し
た。次に，日本および韓国における金融行政
の動向把握のために，日本の金融庁および韓
国の金融監督院の担当部局で聞き取り調査
を実施し，監督官庁としての方針を確認し，
アンケート調査票の改訂をおこなった。また，
パイロット調査として，日本および韓国の銀
行の CSR 関連部署から複数を選定し，アンケ
ート調査項目を中心に，意見交換し，改訂を
加えた。最後に，アンケート調査票を確定し，
日本では郵送方式，韓国では半構造化インタ
ビュー方式でアンケート調査を実施した。 
 (3) 定性的な研究 
 定量的な研究に引き続いて，第二で述べた
アンケート調査の対象から抽出した銀行に
おいて，アンケート調査項目を再度見直し，
半構造化インタビューにより定性的な情報
を中心に収集した。アンケート項目を再度，
見直した理由は，定量的な研究において数値
化が難しい現状に直面し，想定したような結
果が得られなかったので，定性的な情報によ
る分析に方針を転換したためである。ただし，
聞き取り調査項目の構造については，前述し
た４つの視点を継続して活用し，集まった情
報を整理している。 
 (4) 追加調査 
 本研究を進めるなかで，(3)の分析結果に
加えて，日本における金融行政方針として，
マイナス金利政策などを背景とする地方銀
行のビジネスモデルの転換が要請され始め
た。特に，地域の顧客との関係について，共
通価値を軸に展開する方針(Creating Shared 
Value: CSV という)が示され，地方銀行がそ
れに対応したビジネスモデルを改善する事
象が見られた(Improvement performance of 
Brand Value Model: IBVM という)。本研究で
は，この環境変化に対応し，日本および韓国
において，IBVM に関する半構造化インタビュ
ーを実施した。また，日韓比較した結果をヨ
ーロッパで開催される日本研究を中心とす
る学会で報告した。特に，アベノミクスなど
日本の経済政策に興味を持つ参加者が多か
った。経済学や経営学を研究分野とする研究
者ばかりではなかったが，アベノミクスの影
響で，銀行の経営行動が変化する現象を IBVM
として提示したことに関心があるとの反応
をえた。一方で，具体的な事例を使って説明
してほしいとの要望も出された。 
 (5) 今後の研究展開 
 本研究では，上述した「経営者の CSR 活
動に関する意思決定および業績評価」に関す
る研究からの流れで，地域との関連性に関す
る理論モデルに基づく論理構築が中心にな



った。一方，活動成果の可視化について，定
量的な研究による成果が想定どおり得られ
なかったことによる影響で，個別事象の検討
にまで至らなかった。この点は，学会報告で
も意見としてだされた要望でもある。 
  
４．研究成果 
 本研究からえられた成果について，理論モ
デル，定量的・定性的な調査，今後の展開の
３つに分けて述べる。 
 (1) CSR 活動と企業余剰の理論モデル 
 上述の研究の方法(1)で理論モデルの概要
を簡略的に述べた。経済学における余剰分析
を援用し，CSR 活動を費用のみならず投資と
して考えることによって，企業のブランド価
値を向上させることに貢献するプロセスを
提示できた。理論モデルに関連して明らかに
なった諸点は次の通りである。 
①一般に，銀行は，CSR および CSV に係る
費用をコストとして認識している。 
②CSR 活動と社会との関係性の変化のなか
で，銀行はブランド価値向上の戦略を CSV
の形で実施する現象が見られ始めた。 
③銀行のイメージ向上がブランド価値向
上に寄与するプロセスについて，IBVM を
通じて，論理的に説明することができた。 
 なお，余剰分析を銀行の CSR 活動に適用す
る先行研究は見当たらなかったので，費用と
してしか考えられてこなかったCSR活動を投
資としてみる形で新たな側面を提示できた。
ただし，定量的な実証結果は得られていない
ので，あくまで，CSR 活動を論理的に説明す
る一つの考えのレベルに限定されている。 
 (2) 定量的・定性的な調査 
 定量的な実証結果はえられていないが，半
構造化インタビューでは，CSR 活動を企画・ 
実施する部署とブランド価値向上を図る部
署が異なっていることがわかった。異なる部
署で検討されていることが，理論的には１つ
のストーリーとして説明できる点について，
担当者レベルでは今後の参考にしたいとい
う意見はえられた。本研究としては，CSR 活
動のみならず，経営組織をめぐる連携が必要
であるという課題に焦点をあてた研究とし
て再度検討する可能性を残した。 
 (3) 今後の展開 
 今後の展開として，地方銀行の IBVM をめ
ぐる具体的な事象をケーススタディにより
検討し，理論モデルの実証をすることが課題
である。そこで，日本における最近の経済現
象として，観光立国政策を背景とする地方銀
行の観光資源開発への投融資行動に着目し，
IBVM に関わる具体的な取り組みとして観察
し，重要点を指摘したい。実際に，いくつか
の聞き取りをパイロット調査として実施し，
次の諸点がわかった。 
 ①観光地域づくりや観光関連事業への投
資主体は，地方銀行を含むグループ経営の
なかに設立された投資キャピタルである。 
 ②観光庁の日本版 DMO 政策との関連では，

広域連携DMOや地域連携DMOの設立にあた
り，地方銀行が経営資源としておカネのみ
ならず，人材や情報資源を提供する経営事
象が見られる。 
 パイロット調査段階では，聞き取り調査に
よる動向把握にとどまっており，今後，IBVM
の考え方にもとに，資金を提供する銀行と資
金を必要とする観光関連事業体との関係性
を行動モデルの形で示す。また，実際の事業
に関して，事務局長等のミドルマネジャーに
焦点をあてた研究をするなかで，成果評価方
法を検討したい。 
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